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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第10期

第３四半期
連結累計期間

第11期
第３四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 229,250 262,138 342,727

経常利益 (百万円) 1,723 4,439 4,612

四半期(当期)純利益 (百万円) 199 2,674 2,042

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 717 3,406 3,396

純資産額 (百万円) 22,720 28,680 25,361

総資産額 (百万円) 227,880 249,409 221,416

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 0.53 3.59 4.56

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) 0.25 3.29 2.56

自己資本比率 (％) 8.5 9.8 9.8
 

　

回次
第10期

第３四半期
連結会計期間

第11期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 1.72 1.37
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれていません。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の進める経済対策が実体経済に波及しはじ

め、円安・株高の進行とも相まって、企業収益の改善や個人消費の拡大基調など、景気回復に向けた

動きが見られました。

 国内建設市場におきましても、緊急経済対策の本格化に伴う公共投資の増加や景気回復による民間

需要の拡大も見られるなど、受注環境は堅調に推移いたしました。しかし、一方で建設技能労働者不

足に伴う建設コストの上昇や資材価格の値上がりなど、建設業界をとり巻く環境は引き続き厳しく、

施工面においては難しい調整が必要となっています。

 こうした状況下、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高2,621億円

（前年同期比329億円増加）、経常利益44億円（前年同期比27億円増加）、四半期純利益27億円（前

年同期比25億円増加）となりました。

 セグメントの業績は、次のとおりです。なお、売上高については「外部顧客への売上高」について

記載し、セグメント利益は売上総利益ベースでの数値を記載しています。

（土木工事セグメント）

 主に官公庁発注のＰＣ橋梁等の土木工事の設計、施工並びにこれらに関する事業から構成され、受

注高は867億円（前年同期比371億円増加、提出会社個別ベース）、売上高は870億円、セグメント利

益は78億円となりました。

（建築工事セグメント）

 主に民間企業発注の超高層住宅等の建築工事の設計、施工並びにこれらに関する事業から構成さ

れ、受注高は1,273億円（前年同期比142億円減少、提出会社個別ベース）、売上高は1,745億円、セ

グメント利益は69億円となりました。

 なお、建設業界では一般的に、工事の完成引渡しが会計年度の第４四半期に集中するという傾向が

あるため、第３四半期の業績は、通期の業績予想との比較でみれば進捗率が低く出る傾向にありま

す。

　
　

(2) 財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて280億円増加し、2,494億円

となりました。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の増加によるものです。

 負債合計は、前連結会計年度末に比べて247億円増加し、2,207億円となりました。主な要因は、短

期借入金の増加によるものです。

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて33億円増加し、287億円となりました。また、当第３四

半期連結会計期間末の自己資本比率は9.8％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発費

 当第３四半期連結累計期間における研究開発費は665百万円です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,669,464,970

第一回優先株式 2,000,000

第二回Ａ種優先株式 4,500,000

第三回Ａ種優先株式 394,644

第三回Ｂ種優先株式 8,000,000

第三回Ｃ種優先株式 6,000,000

第三回Ｄ種優先株式 6,000,000

計 2,696,359,614
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 808,262,394 808,262,394
東京証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式
単元株式数 100株

第二回Ａ種優先株式
(注)４

1,500,000 1,500,000 ―

本種類株式は、行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等
に該当し、その特質について
は、（注）１のとおりです。
単元株式数 100株
(注)１、３、５

 
 

第三回Ｄ種優先株式
(注)４

 
 

7,500 7,500 ―

本種類株式は、行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等
に該当し、その特質について
は、（注）２のとおりです。
単元株式数 100株
(注)２、３、５

計 809,769,894 809,769,894 ― ―
 
　

(注) １　第二回Ａ種優先株式の概要は以下のとおりです。

　(1) 払込金相当額とみなす額

　　　１株につき500円
　(2) 優先配当金

　 イ.第二回Ａ種優先配当金の計算

　　　１株につき第二回Ａ種優先株式の払込金相当額（500円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じ
て算出した額とします。計算の結果、第二回Ａ種優先配当金が１株につき50円を超える場合は、50円としま
す。但し、当該事業年度において、優先中間配当金の全部または一部を支払ったときは、その額を控除した額
とします。

　　　平成15年10月１日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度及び平成31年４月１日に始まる事業年度に
ついて、下記算式により計算される年率とします。

　　　第二回Ａ種配当年率＝日本円 TIBOR（６ヶ月物）＋1.0％
　　　なお、「年率修正日」は、平成16年４月１日及び、以降平成31年４月１日までの毎年４月１日とします。
　 ロ.非参加型

　　　第二回Ａ種優先株主に対しては、第二回Ａ種優先配当金または優先中間配当金を超えて期末配当または中間
配当は行いません。
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　 ハ.非累積型
　　　ある事業年度において第二回Ａ種優先株主に対して支払われる第二回Ａ種優先配当金の額が上記イ.の計算

の結果算出される金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しません。
　(3) 普通株式を対価とする取得請求期間

　　　平成21年４月１日から平成31年８月26日までとします。
　(4) 普通株式を対価とする当初取得価額
　　　株式併合及び時価を下回る価格での新株発行による調整後の当初取得価額は、普通株式１株当たり255円70

銭とします。
　(5) 普通株式を対価とする取得価額の修正
　　　取得価額は、平成22年４月１日以降平成31年４月１日までの毎年４月１日（以下それぞれ第二回Ａ種取得価

額修正日という。）における時価に修正されるものとし、取得価額は当該第二回Ａ種取得価額修正日以降翌年
の第二回Ａ種取得価額修正日の前日（または取得請求期間の終了日）までの間、当該時価に修正されるものと
します。但し、当該時価が当初取得価額の60％の額（以下第二回Ａ種下限取得価額という。）を下回るとき
は、修正後取得価額は第二回Ａ種下限取得価額とします。また、当該時価が、当初取得価額の150％の額（以
下第二回Ａ種上限取得価額という。）を上回るときは、修正後取得価額は第二回Ａ種上限取得価額とします。

　　　上記「時価」とは、当該第二回Ａ種取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とします。

　　　なお、平成22年４月１日をもって、取得価額は154円に修正されました。
　(6) 普通株式を対価とする取得価額の調整

　　　時価を下回る新株発行時その他一定の場合には取得価額を調整します。
　(7) 第二回Ａ種優先株式の強制取得条項
　　　平成31年８月26日までに取得請求のなかった第二回Ａ種優先株式は、平成31年８月27日の後の取締役会で定

める遅くとも平成31年９月30日までの日をもって、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を平成31年８月27
日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の
平均値で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。この場合、当該平均値が第二回Ａ
種下限取得価額を下回るときは、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を第二回Ａ種下限取得価額で除して
得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。また、当該平均値が、第二回Ａ種上限取得価額を
上回るときは、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を第二回Ａ種上限取得価額で除して得られる数の普通
株式の交付と引換えに当社が取得します。

　(8) 議決権

　　　第二回Ａ種優先株式には、当社株主総会における議決権がありません。
  (9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。
２　第三回Ｄ種優先株式の概要は以下のとおりです。
　(1) 払込金相当額とみなす額

　　　１株につき2,500円
　(2) 優先配当金
　 イ.第三回Ｄ種優先配当金の計算
　　　１株につき第三回Ｄ種優先株式の発行価額（2,500円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じて

算出した額とします。計算の結果、第三回Ｄ種優先配当金が１株につき250円を超える場合は、250円としま
す。但し、当該事業年度において、優先中間配当金の全部または一部を支払ったときは、その額を控除した額
とします。

　　　平成17年４月１日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度及び平成30年４月１日に始まる事業年度に
ついて、下記算式により計算される年率とします。

　　　第三回Ｄ種配当年率＝日本円 TIBOR（６ヶ月物）＋2.0％
　　　なお、「年率修正日」は、平成18年４月１日及び、以降平成30年４月１日までの毎年４月１日とします。
　 ロ.非参加型
　　　第三回Ｄ種優先株主に対しては、第三回Ｄ種優先配当金または優先中間配当金を超えて期末配当または中間

配当は行いません。
　 ハ.非累積型
　　　ある事業年度において第三回Ｄ種優先株主に対して支払われる第三回Ｄ種優先配当金の額が上記イ.の計算

の結果算出される金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しません。
　(3) 普通株式を対価とする取得請求期間
　　　平成20年10月１日から平成30年９月30日までとします。
　(4) 普通株式を対価とする当初取得価額
　　　当初取得価額は、普通株式１株当たり110円とします。
　(5) 普通株式を対価とする取得価額の修正
　　　取得価額は、平成21年10月１日以降、平成29年10月１日までの毎年10月１日（以下それぞれ第三回Ｄ種取得

価額修正日という。）における時価に修正されるものとし、当該取得価額は、当該第三回Ｄ種取得価額修正日
以降、翌年の第三回Ｄ種取得価額修正日の前日（または取得請求期間の終了日）まで適用されるものとしま
す。但し、当該時価が55円（以下第三回Ｄ種下限取得価額という。）を下回るときは、修正後取得価額は第三
回Ｄ種下限取得価額とします。また、当該時価が165円（以下第三回Ｄ種上限取得価額という。）を上回ると
きは、修正後取得価額は第三回Ｄ種上限取得価額とします。

　　　上記「時価」とは、当該第三回Ｄ種取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とします。

　　　なお、平成25年10月１日をもって、取得価額は80.1円に修正されました。

EDINET提出書類

三井住友建設株式会社(E00085)

四半期報告書

 5/18



　
　(6) 普通株式を対価とする取得価額の調整
　　　時価を下回る新株発行時その他一定の場合には取得価額を調整します。
　(7) 第三回Ｄ種優先株式の強制取得条項
　　　平成30年９月30日までに取得請求のなかった第三回Ｄ種優先株式は、平成30年10月１日の後の取締役会で定

める遅くとも平成30年11月30日までの日をもって、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を平成30年10月１
日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の
平均値で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。この場合当該平均値が第三回Ｄ種
下限取得価額を下回るときは、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｄ種下限取得価額で除して得
られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。また、当該平均値が、第三回Ｄ種上限取得価額を上
回るときは、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｄ種上限取得価額で除して得られる数の普通株
式の交付と引換えに当社が取得します。

　(8) 議決権

　　　第三回Ｄ種優先株主は、当社株主総会において議決権を有しています。
  (9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。
３　自己資本の充実と財務体質の改善及び強化を目的として、第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の発行
による第三者割当増資を実施しています。

　当該優先株式の議決権の有無を含めた内容については、割当先と協議の上決定したものです。
４　第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する
行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に該当します。

５　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項
　(1) 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項（当該権利の行使を制

限するために支払われる金銭その他の財産に関する事項を含む。）についての当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容

　　　該当事項はありません。
　(2) 提出者の株券の売買（令第26条の２の２第１項に規定する空売りを含む。）についての当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容
　　　該当事項はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　     該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 809,769 ― 12,003 ― ―
 
　

　
　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしています。

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第二回Ａ種優先株式

1,500,000
― (1)株式の総数等②発行済株式参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

459,600
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)

普通株式
806,658,100

8,066,577 同上

第三回Ｄ種優先株式
7,500

75 (1)株式の総数等②発行済株式参照

単元未満株式
普通株式

1,144,694
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

発行済株式総数 809,769,894 ― ―

総株主の議決権 ― 8,066,652 ―
 
　

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式4,700株及び株主名簿上は当

社名義となっていますが、実質的には所有していない株式400株が含まれています。なお、議決権の数には

当該当社名義となっている株式400株に係る議決権４個を含めていません。

　　 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式80株及び当社所有の自己株式85株が含ま

れています。

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する所

有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三井住友建設株式会社

東京都中央区佃２－１－６ 459,600 ― 459,600 0.06

計 ― 459,600 ― 459,600 0.06
 
　

(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的には所有していない株式が400株あります。

　

２ 【役員の状況】

    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりです。
　

(1)新任役員

　　  該当事項はありません。
　

(2)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

 
取締役

 
－

 

 
川﨑　憲一

 
平成25年９月30日

 
　

　
(3)役職の異動

　　  該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けていま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 39,899 39,854

受取手形・完成工事未収入金等
※3 101,279 ※3 118,123

未成工事支出金等 19,184 29,762

その他 12,098 13,064

貸倒引当金 △379 △377

流動資産合計 172,083 200,427

固定資産

有形固定資産 23,701 24,104

無形固定資産 2,060 2,007

投資その他の資産

長期営業外未収入金 24,875 24,757

その他 27,737 26,993

貸倒引当金 △29,042 △28,880

投資その他の資産合計 23,570 22,870

固定資産合計 49,332 48,981

資産合計 221,416 249,409

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等
※3 115,338 ※3 119,871

短期借入金 8,391 29,013

未成工事受入金 27,768 29,606

完成工事補償引当金 728 756

工事損失引当金 717 1,166

訴訟等損失引当金 890 －

その他 16,446 14,169

流動負債合計 170,280 194,583

固定負債

長期借入金 2,194 1,566

退職給付引当金 18,057 19,157

その他 5,522 5,420

固定負債合計 25,773 26,144

負債合計 196,054 220,728
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,003 12,003

資本剰余金 480 480

利益剰余金 9,814 12,299

自己株式 △241 △242

株主資本合計 22,056 24,540

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 197 336

繰延ヘッジ損益 139 80

土地再評価差額金 39 39

為替換算調整勘定 △682 △540

その他の包括利益累計額合計 △306 △84

少数株主持分 3,611 4,224

純資産合計 25,361 28,680

負債純資産合計 221,416 249,409
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
 【四半期連結損益計算書】
　【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高
※1, ※2 229,250 ※1, ※2 262,138

売上原価 216,143 247,169

売上総利益 13,106 14,969

販売費及び一般管理費 10,367 10,885

営業利益 2,738 4,083

営業外収益

受取利息 339 419

受取配当金 48 49

保険配当金等 37 42

為替差益 － 353

訴訟等損失引当金戻入額 －
※3 580

その他 179 225

営業外収益合計 604 1,671

営業外費用

支払利息 645 543

為替差損 112 －

その他 861 773

営業外費用合計 1,619 1,316

経常利益 1,723 4,439

特別利益

固定資産売却益 11 5

資産受贈益 －
※4 118

投資有価証券清算益 13 －

その他 0 1

特別利益合計 25 125

特別損失

固定資産処分損 13 35

投資有価証券評価損 165 －

和解費用 137 －

会員権評価損 20 60

減損損失 － 39

その他 31 18

特別損失合計 367 153

税金等調整前四半期純利益 1,382 4,411

法人税等 799 1,275

少数株主損益調整前四半期純利益 582 3,135

少数株主利益 383 461

四半期純利益 199 2,674
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 582 3,135

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 75 140

繰延ヘッジ損益 43 △58

為替換算調整勘定 24 196

持分法適用会社に対する持分相当額 △7 △6

その他の包括利益合計 135 270

四半期包括利益 717 3,406

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 329 2,896

少数株主に係る四半期包括利益 387 509
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　
当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更
㈱免制震ディバイスは、重要性が増したことにより、第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含めていま
す。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更
㈱免制震ディバイスは、連結の範囲に含めたため、第１四半期連結会計期間から持分法適用の範囲より除外し
ています。

 
　

　
　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

 
当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

税金費用の算定方法 税金費用の算定については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて算定しています。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

下記の会社等の銀行借入金等に対して保証を行っています。

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

有明リゾートシティ㈱ 45百万円 有明リゾートシティ㈱ 24百万円

その他(２件) 25 その他(２件) 17

計 71 計 42
 

　

２　受取手形割引高

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形割引高 382百万円 357百万円
 

　

※３ 期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形満期日をもって決済処理していま

す。なお、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期

間末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しています。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)
 

受取手形 179百万円 137百万円

支払手形 168 186
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　工事進行基準による売上高(完成工事高)　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

 168,347百万円 201,391百万円
 

　
　※２　売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年12月31日）及び当第３四半期

連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年12月31日）

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期

間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動

があります。
　

　※３　訴訟等損失引当金戻入額

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)
橋梁工事談合に伴う損害賠償について、合理的に見積った損失負担見込額を訴訟等損失引当金と

して計上していましたが、当第３四半期連結累計期間において、国土交通省及び福島県への納付額
が確定したため、計上額との差額について戻し入れを行っています。なお、納付額の支払いについ
ては完了しています。

 
　※４　資産受贈益

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)
老人介護施設を運営しています連結子会社の㈱アメニティーライフにおいて、入居者のご逝去に

伴い遺贈を受けた資産です。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおり

です。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 1,227百万円 1,184百万円
 

　

(株主資本等関係)
　
前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

　該当事項はありません。
　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27
日定時株主総会

第二回Ａ種優先株式 10 7.17

平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金第三回Ｃ種優先株式 177 60.85

第三回Ｄ種優先株式 0 60.85

合計 ─ 188  ─  ─  ─  ─
 
　

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計
期間末後となるもの
　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高        

  外部顧客への売上高 92,142 136,491 228,634 616 229,250 ─ 229,250

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

892 0 892 47 939 △939 ─

計 93,034 136,491 229,526 663 230,190 △939 229,250

セグメント利益 7,319 5,645 12,965 225 13,190 △83 13,106
 

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。

　

　 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高        

  外部顧客への売上高 87,022 174,522 261,545 593 262,138 ― 262,138

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

948 0 949 42 991 △991 ―

計 87,971 174,522 262,494 635 263,129 △991 262,138

セグメント利益 7,848 6,938 14,787 266 15,053 △84 14,969
 

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。
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(１株当たり情報)

　

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上

の基礎は、以下のとおりです。

  
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 (円) 0.53 3.59

(算定上の基礎)    

四半期純利益 (百万円) 199 2,674

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 199 2,674

普通株式の期中平均株式数 (千株) 373,340 745,034

(2) 潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益
(円) 0.25 3.29

(算定上の基礎)    

四半期純利益調整額 (百万円) ― ―

普通株式増加数 (千株) 421,289 67,944

(うち優先株式) (千株) (421,289) (67,944)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要

―――――
 
 

―――――
 
 

 

　
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員  
公認会計士　　若　　松　　昭　　司　 印

業 務 執 行 社 員  

指定有限責任社員  
公認会計士　　内　　田　　英　　仁　 印

業 務 執 行 社 員  

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月13日

三井住友建設株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三

井住友建設株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成
25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井住友建設株式会社及び連結子会社の平
成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 

　
　

EDINET提出書類

三井住友建設株式会社(E00085)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

